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■イノベーション会議の概要

本会議は、生産性向上のカギをにぎるイノベーションについて、日
本企業の現状や課題を調査し提言を行う。

2021年度は、企業のDX（デジタルトランスフォーメーション）を促
進する環境のあり方を検討している。DXの促進には、政府による環境
整備も不可欠なことから、9月のデジタル庁創設や新政権発足を背景に
アンケートを実施した。

【 設 置 】 2019年9月4日
【コアメンバー】大田 弘子・日本生産性本部副会長

／政策研究大学院大学特別教授（座長）
森川 正之・一橋大学経済研究所教授
柳川 範之・東京大学大学院経済学研究科教授

（注）「企業のDX」とは・・・
デジタル技術やデータを活用して顧客ニーズに応えるため、製品
やサービスの変革、ビジネスモデルの変革、業務・組織などの社
内体制の変革を行うこと

3



Japan Productivity Center Consulting Dept.Japan Productivity Center

■Ⅰ．調査概要

 目 的：新政権の課題や期待、企業のDXへの取り組み状況や課題を把握することで
企業のDX促進に向けた環境整備検討の参考とする

 実施時期：2021年10月18日（月）～11月8日（月）

 調査対象：上場企業3,787社の経営者（社長、会長）、デジタル戦略専門役員など

 実施方法：調査票は宅配便で送付、回答は郵送またはWEB

 有効回答：143社（有効回答率3.8％）

＊なお業種の分類は、大まかな業種による傾向が分かるように、6つに集約した。

 回答企業の属性:下図を参照
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製造業

42.0%

サービス業・その他

27.3%

商業・流通業

14.7%

金融・保険業

7.7%

情報通信業

4.2%

エネルギー・

インフラ

3.5% 無回答

0.7%

n=143

【業種】 <図 1> <図 2>



Japan Productivity Center Consulting Dept.Japan Productivity Center

■Ⅱ．業況：業況と新型コロナの影響

5

【設問】御社の業況はいかがですか（1つ選択） 【設問】新型コロナの影響はいかがですか
（1つ選択）

36.4%

28.7%

14.7%

12.6%

3.5% 3.5% 0.7%

今年度前半・厳しい／後半・厳しい見込み

今年度前半・好調／後半・好調見込み

今年度前半・好調／後半・厳しい見込み

今年度前半・厳しい／後半・好調見込み

その他

分からない

無回答

n=143

「今年度前半・厳しい／
後半・厳しい見込み」36.4％

<図 3> <図 4>
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■Ⅲ．新政権への期待：①経済政策として力を入れてほしいこと
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【設問】コロナ対策以外に、経済政策として新政権に力を入れてほしいことは何ですか（3つ選択）

66.4

33.6

27.3

23.8

21.0

21.0

20.3

16.1

13.3

10.5

8.4

6.3

1.4

5.6

2.1

2.1

- 10 20 30 40 50 60 70

デジタル化の推進

規制改革

エネルギー政策

科学技術支援

少子化対策

脱炭素化の推進

労働市場の流動化施策

成長戦略

財政改革

社会保障制度改革

行政改革

外国人労働者の増大

日韓関係やEPA などの通商政策

その他

特に無い

無回答

(％)

n=143

「デジタル化の推進」66.4％、「規制改革」33.6％
<図 5>
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■Ⅲ．新政権への期待：②自社にとっての新政権への期待
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【設問】御社にとって、新政権に期待したいことは何ですか（3つ選択）

<図 6>
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■Ⅲ．新政権への期待：③生産性向上のための政府の役割

8

【設問】生産性向上は日本経済の大きな課題ですが、そのために政府は何をすべきだとお考えですか
（3つ選択）

<図 7>
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■Ⅲ．新政権への期待：④デジタル庁への期待
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【設問】2021年9月1日にデジタル庁が発足しましたが、政府としてデジタル化に関連したどのような
取組に期待しますか（3つ選択）

71.3

51.7

43.4

29.4

28.7

22.4

9.1

8.4

7.0

2.8

2.1

4.2

0.7

2.8

- 10 20 30 40 50 60 70 80

行政手続きの大幅簡素化・オンライン化

企業のデジタル関連投資への支援

従業員のデジタル教育支援などデジタル人材の育成・確保

オンライン診療、遠隔教育などデジタルサービスの拡充

マイナンバーの整備・普及

規制改革

全般的な労働市場流動化の施策

国・地方のウェブサイトの統一化

調達における公平性・透明性の確保

高年齢者雇用の努力義務化の緩和

労働者への転職支援

その他

特に無い

無回答

「行政手続きの大幅簡素化・オンライン化」71.3％

「企業のデジタル関連投資への支援」51.7％

「従業員のデジタル教育支援などデジタル人材の育成・確保」43.4％

(％)
n=143

<図 8>



Japan Productivity Center Consulting Dept.Japan Productivity Center

2010年以前

8.0%

2010年代前半

5.6%

2010年代後半

44.0%

2020年以降

40.0%

その他

2.4%

「2010年代後半」44.0％

「2020年以降」40.0％

n=125

■Ⅳ．企業のDXへの取り組み：①取り組み状況と開始時期
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【設問】御社ではDXを実施していますか
（1つ選択）

【設問】 DXにはいつ頃から取り組んでいますか
※「取り組んでいる」と回答した社のみ

（1つ選択）

63.6%

23.8%

9.1%

0.7%

0.7% 2.1%

「全社を挙げて取り組んでいる」63.6％

全社を挙げて取り組んでいる

部門によっては取り組んでいる

今は取り組んでいないが、取り組む予定である

今は取り組んでおらず、今後も取り組む予定は無い

その他

無回答

n=143

<図10><図 9>
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■Ⅳ．企業のDXへの取り組み：②DXの目的と成果
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【設問】御社におけるDXの目的は何ですか（いくつでも選択）。また、その目的に対して成果が
出ているものに〇を付けてください

<図11>
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■Ⅳ．企業のDXへの取り組み：③DXを進めるに当たっての課題
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【設問】御社がDXを進めるに当たっての課題は何ですか（いくつでも選択）

<図12>
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■Ⅳ．企業のDXへの取り組み：④大学・大学院教育への評価・期待
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【設問】DXを推進する上で、現在の日本の大学
・大学院教育をどのように評価して
いますか（１つ選択）

【設問】DXを推進するために大学教育に何を期待
しますか（１つ選択）

<図13> <図14>
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■Ⅳ．企業のDXへの取り組み：⑤DXで使用するデータ
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【設問】貴社のDXで使用するのは、主に何のデータですか（いくつでも選択）

<図15>
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■Ⅳ．企業のDXへの取り組み：⑥DXで収集したデータの主な使用目的
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【設問】御社のDXで収集したデータを、主に何の目的に使用していますか（いくつでも選択）

<図16>
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事務局：公益財団法人日本生産性本部
生産性総合研究センター
イノベーション会議事務局（内山、徳武）

〒102-8643 東京都千代田区平河町2-13-12
Eメール：K.Uchiyama@jpc-net.jp
電話 ：03-3511-4016


